



Considering support for multiple childcare from the point of community welfare


























































































































































































2 - 1 ．多胎育児と虐待のつながり
現在，多胎児の出産件数は全体の分娩数の







































































　 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018
全国分娩総数 1087148 1066129 1051359 1043276 1,016,709 1,017,975 987,654 956,369 928,151
全国複産総数 10558 10279 10505 10489 10,216 10,194 10,129 9,914 9,745
双子 10394 10124 10333 10328 10,073 10,066 9,998 9,769 9,620
三つ子 162 151 168 158 141 122 129 142 122
四つ子 2 3 4 3 2 5 2 3 3
五つ子 0 1 0 0 0 1 0 0 0
図1-2
愛知全体分娩 70,555 69,626 68,582 67,499 65,879 66,169 64,649 62,915 61,658
愛知複産 710 716 759 734 688 724 756 684 725
双子 701 712 753 725 678 719 752 674 713
三つ子 9 4 6 9 10 5 4 10 12
四つ子 0 0 0 0 0 0 0 0 0








































































































































































































































































































3 - 4 .考察
感染症拡大防止のために本来対面式で行う
はずであった開催形式を変更したが，オンラ
イン形式となったことで，非対面でのメリッ
トが明らかになった。
第一に身体的に出かけづらい多胎妊婦の参
図3-6　「今回の教室にはどなたと参加しましたか？」 図3-7 　「今回のオンライン多胎プレファミリー教室の
内容について当てはまるものをお選びください」
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地域福祉の視点から多胎育児支援を考える（松本　彩月）
加が容易になったことが挙げられる。多胎妊
婦はハイリスクな妊婦として医師から安静の
要請がでていることや，妊娠後期には腹囲が
100 cmを超えることもあり，教室に参加す
るための移動が難しい場合がある。移動が困
難な状況の中，自宅であれば自分の映る画像
をオフにした状態での参加も可能な上，妊娠
中に必要な情報をどのような体勢でも収集す
ることができる。これらの状況を鑑みると，
今後の妊婦教室開催も感染症の影響が薄まっ
た状態においても有効であると考えられる。
第二に自宅で参加することにより，夫婦や
家族全体での参加ができ，父親への多胎育児
に対する情報提供の壁が低くなったともいえ
る。この感染症拡大の中において，病院への
付き添いなども制限される中，多胎育児に関
する情報を夫婦以外から同時に夫婦に向けて
発信する良い機会であったと考えられる。ま
た，病院内においても人が集まる機会を制限
することが多く，多胎妊婦教室などの機会も
減少していた様子が伺えたことから，多胎育
児に関する具体的な情報収集，多胎育児経験
者との交流が貴重な機会であったといえる。
しかし一方でデメリットも明らかになった。
オンラインのためタイミングが取りにくく，
話が弾まなかった，という意見や，父親グルー
プ，母親グループとして分けての交流の開催
が難しい状況があった。父親のアカウントと
母親のアカウントの 2回線で参加したとして
も同じ建物内，居室内ではハウリングや回線
の不安定化の恐れがあり，同性同士で気兼ね
なく本音を語り合うことが難しい。したがっ
て，このような同性同士である，父親同士・
母親同士の交流は別途そのような機会を設け
なければならない事が明らかになった。
また，仮説の通り周囲に同じ多胎育児者を
見つけづらい状況の中での不安が明らかにな
り，さらに新型コロナウイルスの影響で妊娠
期における身近な情報収集の場へ実際に足を
運ぶ機会も減っている様子がわかる。教室に
参加したことで得た情報の充足に関しては参
加者が良い変化を得たと回答していることな
どからも，その有効性が明らかになったとい
えるが，事前アンケートで73％の回答者が不
足していると感じている現在の状況を根本的
問題として今後どのように地域の問題として
充足するのかが大きな課題である。
　
4 ．課題と展望
このように多胎妊娠者を含む家族がこれか
ら始まる多胎育児に関することを学ぶ教室は
その機会こそが重要であり，この感染症拡大
下だからこそ開催する意義があるのではない
だろうか。したがって，その機会をいかに充
実したものとし，その地域に応じた社会資源
の情報提供や，外出に関する困難さに絡めた
多胎育児の現状のイメージづくりに，地域全
体で支援する必要がある。特に父親に対して
は重要な育児の即戦力であり，単なる手伝い
ではないことや多胎育児の困難性を家族以外
の第三者から情報を受け取ることで具体的な
多胎育児のイメージをつけ，母親の不安を受
けいれる準備の布石となるような場でなけれ
ばならない。また，このような目標を掲げる
にはその地域に応じた多胎育児支援の現状を
知る者の存在や，家族への意識づけなどに関
する情報提供ができる支援者が欠かせない。
多胎育児支援に関する地域格差の問題を解消
するためには，地域間連携も必要になってく
るであろう。
産後同じ月齢の乳幼児を抱える多胎育児家
庭にとって，そもそも外出困難である上，現
在この感染症が危惧される社会下では，消毒
など通常以上の配慮が必要なことから，さら
に外出がしにくくなっている。多胎育児だけ
が外出を困難にする育児ではないが，感染症
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拡大を防止するがゆえに出られないという行
動が，社会的なつながりをさらに弱くする状
況となる可能性がある。したがって，多胎家
庭への支援が可能な団体，保健師や助産師な
どの支援者と繋がりをもつこと，さらに支援
が必要であるということを自ら話すことがで
きる支援者との交流を，妊娠期早期に構築す
ることは多胎育児支援にとって今後，どの地
域においても広がることが求められるのでは
ないだろうか。
この多胎妊婦教室は令和 2年度独立行政法
人福祉医療機構社会福祉振興助成事業による
助成金で開催された事業である。またこの論
文に際し，いかなる利益相反はない。
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